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1. 研究背景

東京一極集中とは

3

政治 経済

人口文化

東京圏以外は経済的に衰える地域が多い。
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1. 研究背景

是正のために

幾度となく首都機能移転や国土政策が見直され、議論されてきた。

土木と経済は密接に関わり合っている。

全国総合開発計画 新全国開発計画
第三次全国総合開
発計画

第四次全国総合開
発計画

21世紀の国土のグ
ランドデザイン

閣議決定 昭和37年10月5日 昭和44年5月30日 昭和52年11月4日 昭和62年6月30日 平成10年3月31日

時代背景
高度成長経済へ移
行、所得格差の拡大
など

高度成長経済、人
口・産業の大都市
集中、技術革新

安定成長経済、
東京一極集中、地
方圏での雇用問題
の深刻化

人口減少、高齢化社
会、高度情報化時代

開発方式

工業の分散を図るた
めに、東京等の既成
大集積と関連する開
発拠点を設け、交通
通信施設を利用し、
周辺地域にも影響を
与え均衡ある発展を
目指す

新幹線、高速道路
等のネットワークを
整備し、国土利用の
偏在を是正し、地域
格差の解消を図る

大都市への人口集
中の抑制、地方振
興、全国土の均衡あ
る利用と居住環境整
備

多極分散型国土の
構築：地域の特性を
活かした地域整備、
全国の基幹的交
通、通信系の整備、
多様な交流機会の
形成

多自然居住地域、大
都市のリノベーショ
ン、地域連携軸、広
域国際交流圏

(国土交通省国土計画局インターネットで見る国土計画から抜粋)
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1. 研究背景

2014年5月8日 「ストップ少子化・地方元気戦略」とは

深刻な人口減少

是正のために

【基本目標】
希望出生率の向上・若年層の流出に歯止め

国の経済成⾧に
影響を及ぼす

東京一極集中の
加速・地方の活
性化が困難



6

1. 研究背景

2014年5月8日 「ストップ少子化・地方元気戦略」によると

都市部への若者の流出

人口減少に拍車

地方の人口生産
力が失われる。

一般に人口過
密の大都市の
出生率が低い。

‐住居や子育て
環境
‐地域での孤立

‐都市部に流入
する人口の減少
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1. 研究背景

深刻な人口減少社会における土木業界の役割

土木業界

国土交通省によると

建設業は大都市圏の人口流出の抑制に寄与している。

地域に直接的・間接的経済波及効果をもたらす公共投資を担う。

・社会基盤の維持更新・地域
の担い手の継続的な確保・災
害対応力の確保の観点から

人材が適切に
分布しているのか?
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2. 調査方法

ローレンツ曲線とジニ係数

一般にローレンツ曲線とジニ係数は所得格差を求め
る際に多く用いられる。
「サイバー空間に着目した店舗の立地実態分析:都市階層・構造への影響
に関する考察」において活用された事例

ローレンツ曲線・・・縦軸と横軸に求める各累積値の全体に占める割合を取る。

ジニ係数・・・グラフに描かれたローレンツ曲線の面積の全体に占める割合を求め
る。これは、0から1の値をとり、分布が平等であれば0に近づき、不平等であれば
1に近づく。不平等度を測る指標として用いられる。
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2. 調査方法

ローレンツ曲線
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積
相
対
点
数

累積相対人数

●青線
→ある事象の格差を累積度数と累積配分比率で表したもの。

●赤線
→「均等配分線」といい、格差がない状態を表す。

累積相対人数人
0.33Ａ

0.67Ｂ

1Ｃ

【横軸】
累積人数÷総人数
＝累積相対人数

【縦軸】
累積点数÷総点数
＝累積相対点数

累積相対
点数累積点数点数

0.1733
0.485
11810

【縦軸】
総点数÷総人数で平均を求め、その値に各々の人数を掛ける。
この値を累積均等点数とし、総点数で割ったもの。
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2. 調査方法

ジニ係数 0～1の値で表し、1に近いほど格差が大きい事を示す。

本研究では、人口による影響を省くため、横軸を県民あたりの割合とはせず、
47都道府県とした。
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2. 調査方法

【絶対評価】 平準化が仕組まれる人為的な背景
がある～0.1

相当平等だが，向上への努力を阻
止する懸念がある0.1～0.2

社会で一般にある通常の配分型0.2～0.3

少し差があるが，競争の中での向
上には好ましい面もある0.3～0.4

格差がきつい0.4～0.5

特段の事情がない限り是正を要す
る0.5～

既往の研究において、ジニ係数を
評価する目安として提唱された

表の目安を基に評価

評価方法について
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2. 調査方法

土木 教育 医療
土木事業・土木学に関わ
る人の分布

有資格者
・技術士
・測量士
・土木施工管理技士
・溶接工
・オペレーター

学術者
・土木学会員
・博士号

教育に関わる人の分布

在学者数及び教員数
・小学校
・中学校
・高校
・大学

土木学科を有する大学の
入学定員数
・国公立大学
・私立大学

医療に関わる人の分布

有資格者
・救急隊員
・医師

土木と同等の公
共性を有す対象
と比較し評価

「人材・費用・資産」に関する都道府県別分布データを、インターネットあるいは問い合わせにより収集

【相対評価】
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学生数及び
教員数

●文部科学省ホームページにて、文部科学統計要覧(平成27
年版)の学校教育総括のデータを用いた。

3. 考察

土木学科を有
する大学の入
学定員数

●2015年版全国土木系教員名簿に記載されている大学を,イ
ンターネットの受験サイトから今年度の入学定員数を調べた.
そのため,大学によっては廃止学科や新設学科の変更もあっ
た.

医療
●厚生労働省のホームページに記載されている、平成24年
度のデータを用いた。
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3. 考察

土木学科を有する
国立・私立大学

【評価】
・「格差がきつい」または「是正を要する」とされるジニ係数0.4以上
→9指標
・医師数のジニ係数0.45を上回る→3指標
・大学に関するデータに集中傾向がみえた(特に土木学科を有する私立大学)

ジニ係数
小学生 0.45

中学生 0.44

高校生 0.43

大学生 0.64

在学者数 0.48

小学校教員 0.39

中学校教員 0.39

高校教員 0.38

大学教員 0.59

教員数 0.41

私立 0.78

国立 0.48

医師 0.45

救急隊員 0.31
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3. 考察

測量士

土木学会員

技術者

●平成27年度3月末時点での正会員、準会員、特別会員(法人
会員)の県別分布となっており、会員への総会資料として掲
載、配布されているものである。

●土木学会員に関する調査として平成24年12月に土木学会
企画委員会によって行われた「第二階技術者動向調査」を用
いた。

●「第二階技術者動向調査」によるもの
●ここでの技術者の定義として、民間企業(ゼネコン・コン
サルタント・鉄道など)や公共団体(地方・中央官庁)、そして
公社・公団・事業団などの土木系業務に携わる者とした。
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ジニ係数

測量士正会員 0.41

測量士準会員 0.84

測量法人会員 0.38

土木学会員 0.62

土木学会員（学生） 0.58

技術者 0.64

3. 考察

【評価】
・「格差がきつい」または「是正を要する」とされるジニ係数
0.4以上→測量法人会員以外の5指標
・医師数のジニ係数0.45を上回る→4指標
・土木業の中心的存在ともいえる項目について集中傾向がみえた
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3. 考察

基幹技能士
●平成8年に専門工事業団体による民間資格としてスタート
後に、平成20年1月に建設業法施行規則が改正され、新たに
「登録基幹技能者制度」として位置づけられたもの。

国土交通大臣が登録した機関が実施する登録機関技能者講習の修了者は、登
録基幹技能者として認められ、経営事項審査においても評価の対象となる。
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3. 考察
ジニ係数

橋梁 0.71

トンネル 0.88

コンクリート圧送 0.72

PC工事 0.50

鉄筋 0.60

型枠 0.49

基礎工 0.72

鳶・土工 0.52

機械土工 0.46

標識・路面標示 0.49

【評価】
・「格差がきつい」または「是正を要する」とされるジニ係数
0.4以上→基幹技能士すべての指標
・医師数のジニ係数0.45を上回る→基幹技能士すべての指標
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4. 結論

0.380.630.490.580.58平均

ジ
二

数
系
他業種との比較
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4. 結論

土木に関わる全ての指標において、高いジニ係数を
示した。

土木の集中性を是正することは急務である。

• 絶対評価から見ると、0.4以上の値は土木事業に
関わる人材が16指標中15指標で医療・教育と比較
しても、偏在の割合が非常に高かった。

• 相対評価から見ると、医療の平均0.38・教育の平
均0.49に対して、有資格者平均と基幹技能士平均
が0.58、土木学科を有する大学平均0.63、特に私
立大学では0.78であった。
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ご清聴ありがとうございました
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1. 研究背景

国土交通省「東京一極集中の状況等について」によると

政治 経済

人口文化

若年層によるもの・所得が良好な地域へ流入１

２ 地方中枢都市の抑制機能・医療福祉の雇用の懸念
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4. 結論

土木業の発展への影響

【土木教育の偏在に着目】
平成27年から文部科学省では、地(知)の拠点大学による「地方
創成推進事業」を実施する。

地方創成の中心となる「ひと」の地方への集積を目的として
いる。

土木教育の偏在を是正することで、人材を育成し、より地域
に密着した事業となると考えられる。
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5. 今後の展望

土木業は経済と密接に関わっており、社会背
景によって、その偏在が大きく左右される。

• 近年のデータを用いるだけでなく、様々な年
代のデータを収集し、偏在を調査する。

• 比較対象が教育と医療のため、対象を増やす必
要がある。



3. 研究方法2. 研究目的

社会基盤の維持更新 災害対応力の確保 地域の担い手の継続的な確保

1. 土木業界に注目

● 国土交通省の調査によると、建設業は大都市圏の人口流出の抑制に寄与している。

→建設業が他の業界と比べて、比較的地方に密接な業界である。

→公共投資は地域に直接的・間接的な経済波及効果をもたらす。

→公共投資を担う土木業界の、経済に対する影響度は大きいと考える。

2. 土木業界の人材に注目

● 東京一極集中の定義が社会における資本・資源・活動が首都圏、特に東京都に集中していること。
→ その是正の近道が、地方の人口減少を食い止めること。

● 土木事業、土木教育、土木に関する研究を遂行する力を、土木に関わる人材に注目し偏在を調査 28



1. 研究背景

2014年5月8日に日本創成会議より「ストップ少子化・地方元気戦略」が発表
された

子供を産み育てや
すい環境作り 高齢者政策の見直し

若年層の流出に歯止
め

2040年に若年女性の流出により全国の896市区町村が「消滅」の危
機に直面する

将来推計人口のデータを基に、最近の都市間の人口移動の状況を加味し、試
算。

●地方圏から大都市圏の「人口移動」のほとんどが若年
層

●人口再生産力の流出→人口減少の加速

29



1. 研究背景

国土交通省によると

● 東京圏への人口移動は、ほとんどが若年層によるもの。
→ 「地元進学・就職志向」が若干高まっているが、東京圏への人口移動は継続

● 人口は相対的に所得が高く、雇用情勢が良好な地域へ流入する傾向が見られる。
→ 一次産業・建設業・製造業が大都市圏への流出抑制に寄与
→ 金融業・情報通信産業・サービス業などが東京圏に集中

● 地方中枢都市が東京圏への人口流出を抑制する機能を十分果たしているとは言えない。

● 医療・福祉は地方圏で雇用の受け皿として、大きな役割を果たしている。
→ 将来、大都市圏での医療・福祉サービスの不足が見込まれる。
→ 2030年以降は地方圏の高齢者数が減少することから、東京圏への集中が懸念される。

2020年
東京オリンピック・パラリンピックの開催

2014年5月8日 日本創成会議より
「ストップ少子化・地方元気戦略」

30



1. 研究背景

47都道府県の１人当たり所得に関する格差の推移
（地域格差とその原因に関する一考察より引用）

 地域格差の拡大と縮小は、全国の経済の成⾧と衰退による所
得・雇用の増減によって大きく左右されている

 それに伴い、人口移動が増減している

地域格差は全国の経済成⾧の動向と密接に関連しており，地方創成には，
経済の活発化が不可欠である

31



32

1. 研究背景

いつから

政治 経済

人口文化

江戸時代

100万人都市となり世界最大級の都市に成⾧
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